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第 1 章 緒論 

 

1.1 本研究の背景 

1.1.1 室内環境制御の現状と問題点 

 室内の居住空間や作業空間を構成する要素として、気流、温湿度、放射、光、そして二酸

化炭素濃度その他の化学物質濃度などが挙げられる。居住空間、作業空間が安全で快適であ

るためには、これらの要素が適切な条件に保たれている必要がある[1]。これらのうち、気流

と温度場、化学物質濃度に関しては、空調設備がそれらを制御するために用いられる[2]。 

 室内環境は、クリーンルームなどの特殊な施設を除いたほとんどの施設において、気流や

温湿度、汚染物質濃度というのは時空間的な平均値や最高値といった簡便な指標によって

把握されており、室内におけるその分布やばらつきの程度といったものが制御の対象とな

ることは少ない。例えば冷暖房の制御のための指標には、室内の温度分布ではなく設定温度

という単一の値が用いられている。この理由として、室内環境を詳細に把握することが難し

いという観測技術上の問題、室内環境を局所的に制御することが難しいという制御技術上

の問題に加え、そもそも室内環境をその気流分布や温度分布の偏りなどを含めて高精度に

制御することが重要視されていなかったことが挙げられる。 

 しかしながら、近年ますますその重要性を増してきている省エネルギーへの取り組み、お

よび高度化した室内環境制御への期待により、室内環境をより高精度に制御する技術の重

要性が高まってきている。省エネルギーの観点から見ると、冷暖房用途のエネルギー消費は、

依然として家庭部門の最終エネルギー消費の四分の一を占めている[3]。これ加え、負荷変動

の激しい冷房用途のエネルギー消費は火力発電への依存性が高いのみならず、もっとも電

力消費量が増加する夏季日中の電力消費量を押し上げる要因にもなっている。また、技術の

発展とともに、室内環境に求められる指標も高度化しており、室内環境は単に衛生的である

のみならず、居住者の知的生産性を高め[4]、個人差のある居住者の快適性を可能な限り満た

すことなどが求められている。 

 以上のように、室内環境を高精度かつ効率的に制御する技術の重要性が高まっている。そ

の前提として室内環境を高精度に把握することが必要であるが、実際には多くの場合、平均

値や最高値といった代表値を用いて室内環境が把握されていることは前述のとおりである。 

加えて、室内環境が把握され、それが適切な条件を満たしていなかった場合には、空調設

備の制御により室内環境を適切な条件へと導く必要がある。しかし、室内環境が満たすべき

適切な条件が比較的簡単に与えられるのに対し、適切な条件を満足するために最適な、空調

設備の具体的な制御方法を求めるのは容易ではない。これは、気流や温湿度場といった要素

が相互に影響を与えること、制御の対象となる室内空間ごとに空間の形状や開口部や壁面

を通じた外部からの影響の程度が状況により異なること、制御に用いられる空調機器の数

や位置、取りうる運転状況が制限されていることなどが原因である。対象とする空間ごとに
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条件が異なり、適切な空調設計手法を一般化することが困難であるため、空調設計において

は、個々の事例における条件を考慮に入れながら、設計者個人の経験や先行事例に基づいて

設計を行うことが一般的である。設計手法の一般化が困難であることは、設計の自動化や共

有化を阻む原因になっている。 

まとめると、高精度かつ効率的な室内環境の制御を実現するため、第 1 には高精度に室

内環境を把握し、第 2 には把握された室内環境を、適切な状態に導くための制御手法を確

立することが必要である。しかし現状では、室内環境は時空間的平均値や最高値といった代

表値を用いて把握されていることが多く、また制御手法や空調設計についても個別的、経験

的な対応が多く、一般的な手法の確立には至っていない。 

 

1.1.2 室内環境把握手法 

 従来から用いられてきた室内環境の推定手法には、大別して 2 つの手法がある。1 つは実

環境や模型を用いた観測であり、もう 1 つは数値流体力学（Computational Fluid Dynamics: 

CFD）を用いた数値シミュレーションである。 

 観測されたデータには、測定機器やデータ変換、観測者の人為的な誤差などが含まれる。

また、模型実験の場合は模型化による誤差や相似則の不満足による誤差が含まれる場合が

ある。しかしながら、観測に得られたデータの信頼性は、一般に数値シミュレーションによ

るものよりも高い。他方、観測の欠点として、対象となる室内空間における室内環境各要素

の分布を詳細に把握することが困難であることがあげられる。超音波風速計や熱電対など

をはじめとする多くの観測機器は一度に 1 点ないし複数点のみを測定し、室内全体の分布

を測定することができない。近年は観測機器の小型化と低コスト化、また無線通信技術の発

達などにより、多量のセンサーを配置し無線通信により情報を集約するセンサーネットワ

ークのような技術も開発、利用されているが、そのような技術を利用した場合も測定点は原

則物体表面近傍に限られ、空中の温湿度などを計測することは極めて困難である。また、画

像速度計測（Particle Image Velocimetry）やサーモカメラなど、観測機器から離れた個所を

面的に測定することのできる手法、機器は存在するが、トレーサーが必要であり測定可能な

環境が限られる、空気温度の測定ができないなどの制約があり、対象空間全域を測定するこ

とは、やはり極めて困難である。 

 一方で、数値シミュレーションを用いた場合、対象領域全体の分布を計算格子の解像度で

得ることができ、観測と同様の欠点は存在しない。また、昨今の計算機性能の長足の進歩に

より、簡単な場であれば、大規模計算機を用いなくても、パソコンレベルで数値シミュレー

ションを行うことができるなど、計算コストも低下している。また、計算機性能の発達に並

行して、シミュレーションモデルの高度化、精緻化も進んでおり、数値シミュレーションに

おける、現象のモデル化に伴う誤差（現象を記述する方程式の誤差、方程式の離散化に伴う

誤差、方程式を解く際の数値誤差など）は小さくなってきている。しかし、数値シミュレー

ションにより得られた値には、現象のモデル化に伴う誤差の他にも、対象領域のモデル化に
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伴う誤差（計算格子への分割に伴う誤差、境界条件や初期条件の設定の誤差、用いた定数に

含まれる誤差など）が含まれる。室内環境の推定においても、その境界条件や初期条件に関

する情報は依然不確実性が大きいため、数値シミュレーションにより得られたデータの信

頼性は一般に、観測により得られたものと比較して低い。 

 以上のように、観測、数値シミュレーションの両手法はそれぞれ異なる利点と欠点を持つ。

そのため、両者は組み合わせて利用することで、互いの欠点を補うことができる。比較的簡

単な両者の組み合わせ方として、数値シミュレーションの結果と観測データを比較するこ

とで数値シミュレーション結果のバリデーションを行う、数値シミュレーションの初期条

件や境界条件として観測データや観測データを補間、補外したデータを用いるといった手

法がある。しかし、これらの手法は最良でも観測精度と同程度の精度を確保することしかで

きず、また観測データの存在しない箇所については、数値シミュレーションの精度について

評価できない。実際の室内環境は運動方程式や各種の保存則といった物理法則に従ってい

るから、観測されたデータもそれらの諸法則に従っているはずであるが、観測データを利用

するときにそうした諸法則が考慮に入れられないことは不自然である。こうしたことを踏

まえ、観測データをより高度に利用する手法として、データ同化法と呼ばれる手法が開発、

利用されている。 

 データ同化法は、もともとは気象学や海洋学といった分野で開発されてきた手法である。

それらの分野は、対象領域が広大であり、スケールの異なる様々な現象を取り扱う必要があ

り、境界条件、初期条件の不確実性が大きいといった特徴を持つ。そのため精度の高い数値

シミュレーションが困難であるが、他方、観測データは空間的にまばらではあるものの、国

内では気象庁などを中心に継続的に取得、管理されている[5] 。そのため、観測データを用い

て数値シミュレーションの精度を向上させる、データ同化法が研究、利用されてきた[6,7,8,9,10]。 

 他方、本研究が対象とする室内空間では、対象領域は相対的に小さく、取り扱う現象のス

ケールのばらつきも小さい。また、室内空間は人為的に管理されていることが多いため、境

界条件の不確実性も気象や海洋分野に比較すると小さい。そのため、数値シミュレーション

の精度は比較的高く、近年までデータ同化法が広く用いられることはなかった。しかし、前

述した室内環境の高度な管理へのニーズの高まりにより、室内環境の推定に期待される精

度の水準が上昇し、従来の方法では十分な精度が得られないようになってきた。また、室内

で発生した汚染物質の放出源推定などのより不確実性の大きな推定を行うという目的のた

めにも、データ同化法が使用されるようになってきている[11,12,13,14,15]。 

 

1.2 本研究に関連する既往の研究 

1.2.1 本研究が参照する既往研究 

 本研究は室内環境を対象としている。しかし、室内環境におけるデータ同化法の利用は歴

史が浅く、また用いられる手法には気象の分野で開発された手法にルーツを持つものも多

い。そのため、本研究では先行研究として、室内環境を対象としたものに限らず、さまざま
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なデータ同化手法を検討した。以下にそれらの手法を分類し、概説する。 

 

1.2.2 データ同化手法に関する既往研究と本研究で用いるデータ同化手法について 

 これまで提案されているデータ同化法は、大きく２つに分けられる。以下にそれぞれの手

法の概略を示す。 

 

(a) 観測データを数値シミュレーションに直接同化する手法 

 この方法は、数値シミュレーションにおいて、観測値が存在する時空間座標のデータを、

数値シミュレーションにおける計算値に内挿する手法である。最も単純な方法としては直

接挿入と呼ばれる手法があり、この手法では、数値シミュレーションの計算格子のうち、観

測点が存在する格子における値を観測データで置き換える。直接内挿を用いた場合、内挿を

行った格子と隣接格子との間で値が不連続となるため、支配方程式が満たされない、物理的

な不自然な分布が与えられるという問題点がある。この問題を緩和するため、観測データで

直接に置き換えるのではなく、ニュートン緩和法などを用いて数値シミュレーションによ

る推定値と観測データの重み付き平均を用いる手法があり、ナッジング法と呼ばれる[16]。

これにより、内挿を行った格子と隣接格子の間の不連続は緩和されるが、このとき観測デー

タの重みを大きくすると不連続が増加し、小さくすると修正量が小さくなり観測データの

影響が抑制される。したがって、ナッジング法においては重み付け係数が重要なパラメータ

となるが、重み付け係数の物理的意味は明らかでなく、適切な係数を求めることは困難であ

る。ナッジング法とは異なるアプローチとして、山口らは費用関数法という手法を提案して

いる[17,18]。これは、数値シミュレーションによる推定値を観測データによって修正するだけ

でなく、数値シミュレーションにおける支配方程式の残さをも最小化することで、観測デー

タを用いた修正によって生じる不連続の緩和を行う手法である。費用関数法は、観測データ

と数値シミュレーションによる推定値の差分、および数値シミュレーションにおける支配

方程式の残さからなる関数（費用関数）を定義し、これを最小化するように修正を行う。ナ

ッジング法と費用関数法は直接内挿の欠点を補うための工夫を取り入れた手法であるが、

これらの手法を用いても、特に観測データが空間的に偏って与えられる場合、その修正が空

間的に偏って与えられ、領域全体としては修正が不十分になってしまうという欠点がある。 

別の手法として、かつて気象庁における客観解析データの作成に使用されていた最適内

挿法がある。これは、数値シミュレーションによる推定値と観測データの含む誤差の統計情

報を考慮して、観測データを数値シミュレーション結果に内挿する手法である[19]。最適内

挿法は、観測データの重みを統計情報により客観的に定義できる点、観測データの誤差やば

らつきといったものを評価できる点で優れているが、内挿を施した格子とその隣接格子と

の間での不連続を緩和する効果はない。 

以上の手法は、観測データが広い範囲で得られる場合には有効であり、また処理が比較的

単純であるため、計算資源が限られている場合にも有効である。しかし、修正が観測データ
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近傍に偏る傾向があるため、推定精度は後に説明する手法群と比べると劣る。 

 

(b) 現象の支配方程式を用いて観測データを同化する手法 

 観測データを単に数値シミュレーションによる推定値に内挿するのでなく、ナビエ・スト

ークス方程式や各種の保存則を満足するようにデータ同化を行う手法群がある。これらの

手法群の基本的なアイデアは、ある時刻にある地点で観測された値は、その時刻の直前や直

後における、その地点の周辺の値についても情報を持っているというものである。例えば、

ある時刻にある地点において高い濃度が観測された場合、その前の時刻ではその地点の少

し風上側に高い濃度が現れていた可能性が高い。 

 このアイデアに基づいたデータ同化法は、観測データをデータの存在する点のみならず、

その周辺の修正にも利用できるという点で(a)の手法よりも有利である。一方、支配方程式

中の移流項の係数には速度場が含まれるため、速度場の推定精度や数値シミュレーション

のモデル誤差の影響を受けるという欠点がある。この利点と欠点の比較について、取得でき

る観測データが限られ、また比較的モデル誤差の小さい室内環境の推定においては、欠点よ

りも利点が勝ると考えられる。 

(b)の手法群における比較的簡単な手法として、観測された汚染物質濃度データの後方流

跡線解析により、汚染物質の発生源を推定する手法がある[20]。後方流跡線解析は、通常移流

の影響しか考慮されないため、拡散の影響が大きい場では、推定の精度が低下する。また、

発生源が琉跡線上のどの地点にあるのかを決定することが困難である。 

Wang らは、流れ場が定常で既知である場合には対象領域のある点に汚染物質発生源が置

かれたときの濃度分布が一意に決まることを利用し、対象領域内の数点における濃度を観

測することで、汚染物質点源の位置が推定する手法を提案している[21]。Sasamoto らは、同

様のアイデアを用いて室内の熱源の影響を推定する手法を開発、提案している[14]。これら

の手法は、事前に流れ場における各店の寄与度を計算しておくため、観測データから放出

源・熱源推定を行う際の計算量が小さいという利点を持つが、放出源・熱源の候補が増加す

ると計算量が指数関数的に増加する点、定常流れ場にしか適用できない点、放出源・熱源の

推定しかできない点など、適用対象に大きな制約が存在する。 

また、ベイズ推定など確率統計的な手法を用いて汚染物質の放出源を行う手法も提案さ

れている[22,23]が、いずれの手法も多量の観測データが利用できることを前提としており、本

研究が想定する室内環境の把握上の問題を解決するための手法としては適さない。 

現在気象庁では、前述の最適内挿法に代わって 4 次元変分法と呼ばれる手法が利用され

ている[5]。４次元変分法は以下の手順でデータ同化を行う。まず、数値シミュレーションに

よる推定値と観測データの間のずれの大きさを定義する評価関数を作成する。次に、数値シ

ミュレーションを行い、観測データが存在する時刻、座標における推定値と観測値の間のず

れから評価関数を求める。その後、数値シミュレーションを逆向きに行い、評価関数を小さ

くするために必要な修正を模索する。4 次元変分法を用いたデータ同化法にはその評価関数
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の定義方法や、数値シミュレーションを逆向きに行う際の方法によって幾つかのバリエー

ションが存在する。例えば、Le Dimet と Talagrand による adjoint 法などでは、評価関数は計

算値と観測値の二乗和で定義される[6]。また、Zhang と Chen は quasi-reversibility 法（QR 法）

という手法を提案しており、QR 法はタイムステップを負にすることで数値シミュレーショ

ンを逆向きに解くが、その際に拡散項を安定化項と呼ばれる項で置き換えることで計算を

安定化させている。またそれに加え、QR 法の安定化項は計算負荷が大きいため、時間方向

でなく流れ場を逆転させる pseudo-reversibility 法（PR 法）という手法も提案している[24]。 

Derber が開発した連続的データ同化法（Variational Continuous Assimilation method: VCA

法）も、４次元変分法により観測データの同化を行う[7]。連続的データ同化法では、評価関

数の定義として adjoint 法と同じ推定値と観測値のずれの二乗和を用いる。一方、adjoint 法

が評価関数を最小化する初期場を推定するのに対し、連続的データ同化法は評価関数を最

小化するような修正項を支配方程式に付加する。 

4 次元変分法において、adjoint 法は初期場の推定を目的としているため、非定常場を含む

室内環境の推定を目的とする本研究が用いるには適さない。QR 法、PR 法も、その適用対象

が放出源推定に限られるため、本研究が用いるには適さない。連続的データ同化法は、シミ

ュレーションモデルに対して修正を与える手法であり、適用対象の制約が少ないという利

点がある一方で、計算コストが高いという欠点もある。本研究では、計算コストについては

今後の計算機性能の向上等の要因により解決されうると考え、適用対象の広さに着目して

連続的データ同化法を採用することとした。 

 また、2.4 節で詳述するように、本研究では Derber の開発した連続的データ同化法におけ

る修正項について考察を加え、室内環境の推定のような問題設定下においては、修正項の物

理的意味を考察し、同手法の適用時にその物理的意味を反映した制約条件を課すことによ

り、推定精度の向上が期待できると考えた、本研究が加えた修正の有効性については、4 章

で確認している。 

 

1.3 本研究の目的 

 ここまで述べてきたように、本研究は、現在の室内環境の把握、制御手法は室内環境を高

精度に把握、管理するというニーズに十分にこたえられていないという状況を背景に、観測

データを利用することで数値シミュレーションの精度を向上させるデータ同化法という手

法を用いて室内環境をより高精度に把握する手法を開発し、高精度かつ効率的な室内環境

制御に役立てることを目的としている。この目的を達成するため、本研究では適用範囲が広

く、数値シミュレーションモデルに修正を加えることのできる連続的データ同化法を用い

る。 

連続的データ同化法の有効性を検証するため、室内に未知の汚染物質が発生した場合を

対象とし、連続的データ同化法を用いて室内の濃度分布を推定し、また放出源の位置と強度

を推定する数値実験を行う。また、連続的データ同化法をより効果的に適用するために有効
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な観測データの取得位置について検討、推定精度を向上させるための制約条件の付加につ

いての検討を行う。 

 

1.4 本論文の構成 

 本論文は、室内環境の把握手法として、観測データを用いて数値シミュレーションの支配

方程式に修正を加えることで、より精度の高い室内環境の推定を行う手法の開発に関する

基礎的研究を主題としており、推定手法として提案する連続的データ同化法の手法自体の

評価、および室内濃度場の推定、室内汚染物質の放出源推定への適用結果を主とした全５章

により構成されている。 

 第 1 章では、室内環境の把握、把握手法の現状と課題を述べ、特に把握手法としてのデー

タ同化法に注目し、既往の手法の概略と特徴を検討することにより本研究で扱う連続的デ

ータ同化法の特徴を示し、本研究の目的と意義を明らかにした。 

 第 2 章では、連続的データ同化法の支配方程式や適用方法について詳述する。 

 第３、４章では、室内環境の推定のために連続的データ同化法を用いることの有効性を検

証するため、室内に未知の汚染物質が存在する場合について、その濃度分布を推定する数値

実験を行った。 

 第５章では、以上の各章で得られた結果を総括し、今後の課題を述べている。 
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第２章 連続的データ同化法 

 

2.1 はじめに 

本研究で用いる連続的データ同化法は、Derber[7]が開発したものに、筆者らが修正を加え

たものである。同手法は 4 次元同化法の 1 種であり、観測データと CFD シミュレーション

により推定された誤差により定義される評価関数を最小化するように CFD シミュレーショ

ンの支配方程式に修正項を付加する。 

以下では、連続的データ同化法の基本式を示し、修正項の求め方を説明する。その後、同

手法に対して本研究が加えた修正について説明する。 

 

2.2 連続的データ同化法の基本式 

2.2.1 評価関数 

 連続的データ同化法の評価関数 I は、式(2.1)のように定義される。 

     




P

p

p

obs

p

cal

p

obs

p

calI
1

..

T

..
2

1
                                       (2.1) 

ここで、P は観測回数（観測データの存在する時間ステップの数）であり、p
cal.、p

obs.はそ

れぞれ時刻 tp における、CFD シミュレーションにより得られた計算値ベクトル、観測によ

り得られた観測値ベクトルである。()T はベクトルまたは行列の転置を意味する。計算値ベ

クトルとは、各計算格子における風速の x,y,z 方向成分、温度、化学物質濃度などの変数を

並べてベクトルの形で表現したものである。観測値ベクトルとは、観測値を同様の形式で表

したものである。 

式(2.1)にあるように、連続的データ同化法の評価関数は、計算値と観測値の二乗和を用

いて定義される。したがって、評価関数が小さいほど、計算値は観測値をよく再現している

と言える。 

なお、計算値ベクトルはその時刻におけるすべての計算格子における変数の値を含む。そ

のため、観測値ベクトルについてもその時刻におけるすべての計算格子における変数の値

を含むべきであるが、当然のことながら、実際には観測値は少数の講師における一部の変数

についてのみ、値を持つ。したがって、計算値ベクトルと観測値ベクトルの差分を計算する

際には、観測値の存在しない要素についての扱いを定める必要がある。これについては、2.3

節で述べる。 

  

 

2.2.2 数値シミュレーションの支配方程式への修正項の付加 

 連続的データ同化法は、数値シミュレーションの支配方程式に修正項を付け加えること

で数値シミュレーションを修正する。なお、数値シミュレーションの支配方程式は、離散化
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され、計算値ベクトルと変換行列という形で表されるものとする。 

数値シミュレーションの支配方程式が計算値ベクトルと変換行列を用いて式(2.2)で表さ

れるとき、連続的データ同化法による修正を付加した支配方程式を式(2.3)で表す。 

 
n

cal

nn

cal A .

11

.  
                                                       (2.2) 

  1

.

11

.

  nn

cal

nn

cal A                                                 (2.3) 

ここで、An+1 はある時刻 tn における計算値ベクトルから、次の時刻 tn+1 における計算値ベク

トルを求める変換行列である。式(2.3)の右辺第 2 項が連続的データ同化法による修正項で

あり、n+1 は修正の時間分部を表す行列であり、は修正の空間分布を表すベクトルである。 

 に関しては、連続的データ同化法を適用する問題に応じて、あらかじめ設定する必要が

ある。例えば、修正が定常的に加えられるような場合においては、は常に単位行列であり、

修正が断続的に加えられるような場合においては、は時刻によって零行列であったり単位

行列であったりする。連続的データ同化法では、評価関数を最小化するような修正ベクト

ルを求める。



2.2.3 観測時刻と計算時刻の関係 

 連続的データ同化法における、観測データの取得時刻と CFD シミュレーションの計算時

刻の関係を図に示す。

 CFD シミュレーションの計算期間はすべての観測時刻を含んでいる必要がある。すなわ

ち、計算開始時刻を t0、計算終了時刻を tN とすると、観測データの取得時刻 tp は t0≦tp≦tN

を満たす必要がある。データ同化に用いる観測データは、すべての計算ステップに存在して

いる必要はない。また、観測データが定期的に取得されている必要もなく、ある観測時刻と

次の観測時刻のあいだの時間は任意である。ただし、観測データが存在する時刻には、計算

値が存在する必要がある。 

 定義上、すべての観測時刻には計算データが存在するため、計算ステップは観測ステップ

よりも数が多いか、同数である。したがって、観測時刻 tp およびその 1 つ前の観測時刻 tp-1

に対し、計算時刻 tn および tn-k が存在する。 

 次節以降では、ある計算ステップ tn-1 から次の計算ステップ tn への変換を意味する変換行

列を An で、ある観測ステップ tp-1 から次の観測ステップ tp への変換を意味する変換行列を

Ap で、それぞれ表すことにする。 
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図計算ステップと観測ステップの関係

 

2.2.4 評価関数の勾配の導出 

 評価関数を最小化する修正ベクトルを探索するため、評価関数の修正ベクトルに対する

勾配を求める。勾配の導出は以下の手順で行う。 

 式(2.3)の両辺を修正ベクトルについて偏微分することで式(2.4)を得る。 

 
  1.

11

. 










 n
n

cal

nn

cal A



                                               (2.4) 

 変換行列 A を修正ベクトルについて線形化することで式(2.5)を得る・ 
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B
A .1.
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                                                (2.5) 

 式(2.5)を式(2.4)に代入することで式(2.6)を得る。 

 
1.1

1

. 
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                                                (2.6) 

 

 観測ステップについても同様のことを行うことで、式(2.7)～式(2.10)を得る。 
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                                               (2.10) 

 ここで、図 2.1 に示したように tp=tn、および tp-1=tn-k とすると、式(2.11)を得る。 

 kn
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p
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n
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p
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  .

1

... ,                                                 (2.11) 

 式(2.5)を漸化的に展開すると、式(2.12)を得る。 
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式(2.10)、式(2.11)、式(2.12)より、式(2.13)を得る。 
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      (2.13) 

また、式(2.12)をさらに展開することで、式(2.14)を得る。 
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        (2.14) 

 ここで、計算の初期値0
cal.は修正を受けないため、∂0

cal. /∂=0 であり、したがって式

(2.14)の右辺第１項は 0 である。よって式(2.15)を得る。 

 
nnnnn

n

cal BBBB 





  1121.                            (2.15) 

 ところで、式(2.1)を修正ベクトルについて偏微分することで式(2.16)を得る。 
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式(2.16)に式(2.11)、式(2.15)を代入することで式(2.17)を得る。 

(2.12) 
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ここで、n は観測データが存在するときに 1、存在しないときに 0 を取る変数であり、式

(2.18)で表される。 
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 式(2.17)により評価関数の勾配を求めることができる。しかし、式(2.17)は計算量が多く、

これを直接解くことは困難である。そこで、次節に示す変形を行う。



2.2.5 adjoint 変数の導入 

 ここで、式(2.19)で定義される adjoint 変数を考える。adjoint 変数は計算最終ステップ

tN から時間を遡る向きに漸化的に定義される。 
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                                       (2.19) 

式(2.19)を変形して式(2.20)を得る。 
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式(2.20)を式(2.17)に代入して式(2.21)を得る。 
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 ここで、f(n), g(n)を以下のように置く。 
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                   (2.22) 

 式(2.22)を用いて式(2.21)を書き直すと、式(2.23)を得る。 
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                        (2.23) 

式(2.22)を変形すると式(2.24)を得る。 
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 式(2.24)を用いて式(2.23)を書き直すと、式(2..25)を得る。 
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              (2.25) 

 式(2.25)により、評価関数の勾配をより効率的に求めることができる。式(2.17)を直接解

くためには行列の積を繰り返し求める必要があり、多くの記憶容量が必要であったが、式

(2.25)を解く場合、計算最終ステップから時間を遡りながら計算することで、式(2.17)を解

く場合に比べ大幅に計算量を削減することができる。 

 ところで、adjoint 変数の定義式（式(2.19)）において、線形化された変換行列 B が転置

されていることに注意する必要がある。変換行列は、計算値ベクトルにおけるある要素が別

の要素に与える影響を定義している。変換行列が転置されたとき、ある要素 e1 が別の要素

e2 に与える影響は、e2 が e1 に与える影響と入れ替わる。これは、影響関係が逆転するような

効果を持つ。変換行列は adjoint 変数の輸送を定義し、adjoint 変数の生成消滅項にあたるも

のが計算値ベクトルと観測値ベクトルの差分であること、adjoint 変数が計算最終ステップ

から遡及的に定義されていることを踏まえると、adjoint 変数の定義式は、計算値と観測値

の差分を、流れ場を遡る向きに輸送する輸送方程式であると見なすことができる。以上の考

察から、連続的データ同化法は逆解析的性質を持つと考えられる。 

 

2.2.6 繰り返し計算 

 連続的データ同化法は、評価関数の修正ベクトルに対する勾配を求めることでその最小
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値を探索する手法である。修正ベクトルに対する勾配から修正ベクトルの最適化を行う手

法には、最急降下法、共役勾配法などいくつかの手法が存在するが、本研究では適用が容

易な最急降下法を用いた。最急降下法の式を式(2.25)で定義する。 

 
m

Immm












1

                                                 (2.26) 

ここで、m は繰り返し計算回数であり、m は m 回目の繰り返し計算におけるステップ幅で

ある。 

 最急降下法のステップ幅の大きさは繰り返し計算の収束の程度に大きな影響を持つ。一

般に、ステップ幅が大きいと収束は早くなるが、大きすぎると繰り返し計算の振動や発散の

原因となる。ステップ幅が小さいと繰り返し計算の安定性は増すが、収束は遅くなる。した

がって、計算の安定性を確保したうえで最大限の収束速度を与えるステップ幅を用いるの

が適切であるが、適切なステップ幅の大きさは対象とする問題によって変わるため、一意に

定めるのは難しい。現実的なステップ幅の決定方法としては、ステップ幅の初期値を変更し

ていくつか繰り返し計算を行い、よく収束するものを用いるという方法がある。

 繰り返し計算が発散しないステップ幅の初期値が求められた場合、評価関数の変化速度

を元にステップ幅を調整することで、繰り返し計算の収束を加速させることができる。 

 修正ベクトルm を用いて修正された CFD シミュレーション結果の評価関数を Im と表す

とすると、式(2.26)を用いてステップ幅を調節することができる。 
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                      (2.27) 

ここで、ainc.、adec.はステップ幅を増加、減少させる係数である。はステップあたりの評

価関数の変化幅を評価する係数である。 

 式(2.26)は評価関数の減少が穏やかである場合はステップ幅を増大させることで収束を

加速し、評価関数が増大した場合にはステップ幅を減少させることで繰り返し計算の振動

や発散を緩和している。ainc.は 1 より大きい値を、adec.と は 0 から 1 までの値をとるが、

具体的にどのような値を入れれば良いかは問題に依存する。本研究では、それぞれ 1.1 程度、

0.5 程度、0.95 程度とした。これは、収束を加速することよりも計算の安定性を確保するこ

とを重視した結果であり、ステップ幅は増加しにくく、減少しやすくなっている。 

 

2.2.7 基本式のまとめ 

 連続的データ同化法の適用に際して必要な式を以下に再掲する。 
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 式(2.1)は評価関数の定義式であり、式（2.3）は数値シミュレーションの修正方法を定義す

る式である。式（2.26）は修正ベクトルを更新する式であり、式（2.25）、（2.19）、（2.5）、（2.18）

は評価関数の勾配の算出に用いる式である。 

 

2.2.8 連続的データ同化法の適用プロセス 

 連続的データ同化法の適用プロセスを図 2.2 に示す。 

同手法の適用には、観測データと数値シミュレーションモデルが必要である。はじめに数

値シミュレーションモデルから推定値の初期値を作成し、式(2.1)により評価関数を算出する。

算出された評価関数が十分に小さくない場合、式(2.25)、式（2.19）、式(2.5)、式(2.18)を用い

て修正ベクトルを更新し、更新した修正項を用いて数値シミュレーションモデルを修正す

る。修正したモデルを用いて改めて推定値を作成し、これを用いて評価関数を更新する。以

下、評価関数が十分に小さくなるまで、この操作を繰り返す。評価関数が十分に小さくなっ

た時点で推定値と修正項を出力し、計算を終了する。 
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図連続的データ同化法の適用プロセス

 

 

2.3 欠測値の取り扱い 

 2.2 節では、観測値ベクトルp
obs.のすべての成分に値が入っているように扱った。しかし、

データ同化法に用いる観測データは、限られた時刻、限られた位置についてのみ取得された

ものであるため、観測値ベクトルp
obs.は値の入っていない成分を持つ。本節では、そのよ

うな成分の取り扱いについて述べる。 

 連続的データ同化法の基本式において、観測値ベクトルは、計算値ベクトルとの差分を求

めるためだけに使用される。観測値の存在する時刻、位置では観測値と計算値の差分を求め、

観測値の存在しない時刻、位置については差分が０であるとみなすことにすると、計算値ベ

クトルと観測値ベクトルの差分を求める項は式(2.28)のように書き表せる。 
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ここで、*
n は対角行列であり、対角成分のうち、観測値が存在する成分については 1、存在

しない成分については 0 を持つ。 

 式(2.28)を用いて 2.2.7 節の各式を書き直すと、以下の式を得る。 
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 これらの式を用いることで、欠測値を取り扱うことができる。 

 

2.4 修正項についての考察 

 2.3 節までは、本研究で用いる連続的データ同化法のうち、Derber の開発した部分につい

て説明を行った。以下では、本研究が新たに加えた修正について述べる。 

 Derber は、気象分野におけるデータ同化法として連続的データ同化法を提案している。

当時の気象分野の数値シミュレーションには、気象場の推定に用いられるモデルの含む誤

差に加え、数値シミュレーションの初期条件の誤差、境界条件の誤差、計算格子の解像度の

不足による誤差など、無数の誤差が含まれていた。連続的データ同化法が支配方程式に付加

する修正項は、それらの誤差を打ち消す働きをするものであるが、修正項が打ち消している

のが、前述した無数の誤差のいずれであるのかを特定することはできなかった。したがって、

修正項についても、修正項の値が何を意味するのかということについて考察することがで

きなかった。他方、本研究では、室内環境の推定のために同手法を用いている。そのため、

Derber の研究と比較して、数値シミュレーションの誤差として考えられる要因は少なく、

問題によっては誤差の原因は特定されていると見なされる。そのような状況においては、連

続的データ同化法の修正項が具体的にどのような誤差に対応しているのかを考察すること

ができ、またそうした考察を行うことで修正項についてより深く理解することができる。 

 1.1.2 節で述べたように、観測データ、数値シミュレーションによる計算値は、いずれも

真の値に対して誤差を持っていると考えられる。観測データには観測誤差が、計算値には現

象のモデル化に伴う誤差に加え、対象領域のモデル化に伴う誤差が含まれる。連続的データ

同化法は数値シミュレーションのみを修正するから、観測誤差の影響は考慮されず、観測デ

ータと計算値の間の差分は計算値の誤差によるものだとみなされる。 

 例えば、室内環境におけるデータ同化法の適用においては、しばしば放出源推定や熱源推

定が目的とされる。そこで、放出源推定を行うような状況を想定してみると、放出源推定に

おいて、室内の流れ場などの情報は十分に高い精度で推定されていると見なされることが

多い[12,13,14,21,25]。このとき、数値シミュレーションの誤差は、専ら未知の放出源の影響によ
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って発生していると見なされる。そのような問題設定下においては、連続的データ同化法の

修正項は専ら放出源分布を反映していると見なすことができる。したがって、修正項の分布

を算出する際に、放出源分布が満たすべき条件を反映した制約条件を課すことができる。 

修正項の算出について制約条件の付加することは、計算の自由度を制限することで推定

精度や計算効率の向上に資するため、連続的データ同化法の利点である適用対象の広さを

損なうことなく、欠点である計算コストの高さを補うことができると考えられる。制約条件

の付加による推定精度の向上については、第 4 章において数値実験により確認している。 

 

2.4.1 観測データと数値シミュレーションによる計算値の差分の分解 

 連続的データ同化法に用いる観測データと計算値について、真の値をtrue 観測誤差のベ

クトルを Eobs.、現象のモデル化に伴う誤差のベクトルを Emodel1、対象領域のモデル化に伴う

誤差のベクトルを Emodel2 とし、観測データ、計算値が式(2.29)のように表せるとする。 

 








2mod1mod.
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eleltruecal

obstrueobs

EE

E
                                        (2.29) 

 式(2.29)により、計算値と観測値の差分は式(2.30)のように書き換えられる。 
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                  (2.30) 

 したがって、連続的データ同化法は、評価関数を最小化することで、式(2.29)で表される

線形結合された誤差ベクトルの大きさを最小化している。連続的データ同化法の評価関数

は線形結合された誤差ベクトルの 2 乗和により定義されるため、各誤差ベクトルのうち、そ

の大きさ（ユークリッドノルム）が大きいものの影響をより大きく受ける。 

 線形化された誤差ベクトルの大きさに支配的な影響を与える誤差がなんであるかあらか

じめわかっている場合、修正項はその誤差に対応しているものだとみなすことができる。な

お、ここでは、誤差を観測誤差、現象のモデル化に伴う誤差、対象領域のモデル化に伴う誤

差に分離したが、誤差の分離については対象とする問題に応じて適当な分離を行えばよい。 

 

2.4.2 生成消滅項が誤差に支配的影響を持つ場合 

例として、生成消滅項が誤差に支配的影響を持つ場合を考える。非定常移流拡散方程式は

式(2.31)で表現される。 

     SΓU
t





                                    (2.31) 

ここで、は温度や濃度といった物理量、U は速度ベクトル、は実行拡散係数、S は物理量

の生成消滅項を表す。また、∇・()はの発散、∇はの勾配を意味する。 

 式(2.29)を離散化し修正項を付け加えると、式(2.32)を得る。 
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 ここで、生成消滅項 S は変換行列 A の対角成分として考慮することもできるが、以降の

式変形のため、別の項として考慮している。 

 式(2.32)において、生成消滅項のみが誤差を持ちうると仮定し、任意の誤差を持つ生成消

滅項を Serr、正しい生成消滅項を Strue とする。生成消滅項が誤差を持つとき、修正項はその

誤差を打ち消すような値を取る。生成消滅項が正しいとき、誤差が生じないため修正項は 0

になる。これを式(2.33)、式(2.34)で表す。 
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 式(2.32)と式(2.33)を辺々引いて整理すると、式(2.35)を得る。 

  1 n

errtrue SS                                                  (2.35)  

 すなわち、真の生成消滅項は、誤差を持つ生成消滅項と修正項の和に等しい。誤差を持つ

生成消滅項はどのような値でも良いから、単に 0 であるとすると、式(2.36)を得る。 

  1 n

trueS                                                       (2.36)  

 以上より、誤差の原因が生成消滅項である場合には、修正項を真の生成消滅項であるとみ

なすことができることが示された。 

 誤差の原因が別の要因である場合も、同様の変形により、修正項の物理的意味を検討する

ことができる。 

 

2.4.3 修正項の物理的意味を反映した制約条件の追加 

 修正項の物理的意味が把握できた場合、その物理的条件を用いて、修正項に対して制約条

件を課すことができることがある。例えば、修正項が化学物質の生成消滅項であるとみなせ

る場合、修正項はその化学物質が発生・分解し得る位置にしか分布しない。また、空気中で

安定な物質の濃度を考えている場合には、修正項が負値を取らないという制約条件を課す

ことで、化学物質が分解・吸着されないという条件を課すことができる。 

 これらの制約条件については、4 章で数値実験を用いて検討する。 
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第 3 章 連続的データ同化法を用いた濃度場推定と放出源推定 

本章では、連続的データ同化法の有効性検討のために行った数値実験について述べる。 

本研究は、気象分野におけるデータ同化手法として提案された連続的データ同化法を室

内環境の推定に用いるものであるため、まず、連続的データ同化法が室内環境の推定に用い

る妥当性について数値実験を用いて確認する。 

室内環境の推定は、気象場の推定と比較して、数値シミュレーション、観測データの精度

が比較的高く、数値シミュレーションモデルの誤差が比較的小さいという特徴を持つ。1.2.2

節で述べたように、観測データと輸送方程式を組み合わせてデータ同化を行う手法は、速度

場の推定精度がデータ同化の推定精度に影響を持つことが知られているが、室内環境の推

定のように速度場が比較的精度よく推定されている場合、データ同化の推定精度、特に観測

データの存在する計算格子から空間的に離れた位置における推定精度が向上することが期

待できる。したがって、以下の数値実験では、観測データの分布を対象領域の一部に偏在さ

せることで、観測データの持つ情報が空間的に離れた位置の修正にどの程度寄与するかと

いうことに注目している。 

また、検討の手法として、実環境を対象とした実験などではなく数値実験を行った理由を

以下に説明する。連続的データ同化法は、観測データを数値シミュレーションに同化するこ

とで数値シミュレーションを修正する手法である。したがって、同手法の有効性の評価は、

同手法の適用により、どの程度数値シミュレーション結果が実際の場に近づいたか、という

観点から行うことになる。シミュレーション結果と実際の場の相違を評価するためには、実

際の場について可能な限り詳細で正確なデータを入手する必要があるが、前述のとおり、そ

のようなデータを入手することは難しい。数値実験の場合、正解値データを数値シミュレー

ションで作成するため、この困難は生じない。 

 加えて、連続的データ同化法による推定値と実際の場の間に差異が見られたとき、その原

因として、観測誤差、現象のモデル化に伴う誤差、対象空間のモデル化に伴う誤差、連続的

データ同化法自体に起因する誤差のいずれであるのかを切り分けて論じることが難しい。

これに関しても、数値実験の場合は、正解値データを用いてデータ同化に用いる観測データ

を作成するため、連続的データ同化法自体に起因するもの以外の誤差の影響を無視するこ

とができる。また、本研究では行っていないが、必要に応じて任意の大きさの観測誤差やモ

デル誤差を人為的に加えることで、それらの誤差の影響を定量的に評価することもできる。 

以上の理由により、本研究では数値実験を用いて連続的データ同化法の有効性の検証を

行う。数値実験では、仮想の室内空間を対象とし、室内に未知の汚染物質放出源が生じた場

合を想定し、その汚染物質濃度分布と放出源位置、放出強度の推定を行った。 
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3.1 数値実験の方法 

3.1.1 数値実験の流れ 

 数値実験では、以下の手順で行う。 

 はじめに、通常の数値シミュレーションにより、対象領域における速度分布、濃度分布な

どのデータを作成する。作成されたデータのことを、「正解値」と呼ぶ。 

 次に、データ同化に用いる「観測データ」を作成する。「観測データ」は「正解値」の濃

度分布から、観測点における濃度を取り出すことによって作成する。したがって、数値実験

における「観測データ」は観測誤差を一切含まず、「正解値」を正確に反映する。 

 同時に、データ同化の対象とする「計算値」を作成する。現象のモデル化に伴う誤差を排

除するため、「計算値」には「正解値」の作成に用いたものと同じ数値シミュレーションモ

デルを使用する。ただし、「計算値」は「正解値」と異なる必要があるため、「正解値」の作

成に用いた境界条件から、汚染物質の放出に関するデータを削除したモデルを用いる。 

 作成した「計算値」に対して、連続的データ同化法を用いて「観測データ」を同化し、数

値シミュレーションモデルを修正する。修正により、「計算値」の濃度分布が修正される。

修正された濃度分布のことを「（連続的データ同化法による）推定値」と呼ぶ。 

 「正解値」と「推定値」を比較することで、連続的データ同化法の適用による推定精度の

変化を評価する。 

 以上のように、数値実験では「正解値」の作成と「計算値」の作成に同様の数値モデルを

用いているため、現象のモデル化に伴う誤差は存在しない。また、観測誤差も与えていない。

「正解値」と「推定値」の間の誤差は専ら放出源の有無によるものである。 

 

3.1.2 数値実験に用いた数値シミュレーションモデル 

 数値シミュレーションの支配方程式には、運動方程式、連続の式、物質の輸送方程式を有

限体積法により離散化して用いた。離散スキームとして、非定常項には１次精度前進差分、

対流項と拡散項にはべき乗側を用いた。また、運動方程式や輸送方程式の拡散係数の決定の

ため、乱流モデルとして標準 k-法を用いた。 

 数値シミュレーション、連続的データ同化法の適用に用いる数値シミュレーションツー

ルとして、自作の計算コードを用いた。 

 シミュレーションモデル、計算条件は各数値実験により細部が異なるため、それらについ

ては各数値実験の節で述べる。 

 

3.2 二次元場を対象とした濃度場と放出源位置、強度の推定 

 1 つ目の例として、室内に意図せぬ汚染物質の放出源が発生したケースを想定し、濃度の

観測データをもとに汚染物質の濃度場および放出源の分布の推定を行う数値実験を行った。

本数値実験の目的は、連続的データ同化法の適用による数値シミュレーションの推定精度

の改善が可能であると確認することである。また、連続的データ同化法の適用による推定結
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果がどのような特徴を持つのかを評価するため、比較的単純な場を用いて検証を行ってい

る。 

 本数値実験において、「正解値」と「計算値」のズレの原因は境界条件（汚染物質の放出

位置と放出強度）のみであり、観測データと数値シミュレーションモデルに誤差はない。 

推定では、速度場と汚染物質が放出された時刻、および少数の観測位置における濃度が既

知であると仮定し、放出源の位置、放出強度、室内全体の濃度場を未知であると仮定した。 

 

3.2.1 計算条件 

 本数値実験では、流れ場は定常状態を仮定しているが、濃度場は非定常場になっている。

計算のタイムステップは 0.1 秒であり、計算期間は 24 秒間とした。 

 

3.2.2 対象領域 

 図 3.1 に示すように、対象領域は室内を模した 2 次元空間であり、1 組の吹出し口と吸込

み口を持つ。室内にはいくつかの障害物があり、室内中央には汚染物質の放出源がある。 

 「正解値」の作成に用いた境界条件を表 3.1 に示す。 

 

 

図 3.1 対象領域（図中の数字の単位は mm） 

 

 

 

 

表 3.1 「正解値」数値シミュレーションの境界条件 
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3.2.3 「正解値」の作成 

 「正解値」速度分布と濃度分布をそれぞれ図 3.2、図 3.3 に示す。 

 図 3.2 より、室内には吹出し口から机上を通過し吸込み口へ向かう主流のほか、部屋の右

側、上側、机の左下などに渦が形成されているのが見て取れる。主流上では速度が比較的早

いために対流支配の場となっているが、渦の中心付近では速度が小さく、拡散支配の場とな

っている。 

 図 3.3 を見ると、机上で放出された汚染物質は、拡散しつつ主流に沿って対流により風下

へと輸送されているのが見て取れる。発生した汚染物質の大部分は対流により吸込み口か

ら室外に排出されるが、拡散により広がった汚染物質の一部は渦に閉じ込められ、室内に留

まっている。 

 

 

図 3.2 「正解値」速度分布 
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図 3.3 「正解値」濃度分布 

 

3.2.4 「観測データ」の作成 

 連続的データ同化法の適用に用いるため、「正解値」濃度分布の一部を「観測データ」と

して抜き出す。「観測データ」の取得位置（観測点）には、図 3.4 に示すように吸込み口に

隣接する計算格子（10 メッシュ）を用いた。 

観測ステップは 1.0 秒であり、計算ステップ（0.1 秒）に対して 10 倍としている。したが

って、データ同化に用いられるデータ数は 10 点×24 ステップの 240 要素である。観測され

た濃度データを図 3.5 に示す。 
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図 3.4 「観測データ」取得位置 

 

 

図 3.5 「観測データ」 

 

3.2.5 「計算値」数値シミュレーションモデル 

 連続的データ同化法を適用するための「計算値」数値シミュレーションモデルは、「正解

値」の作成に用いた数値シミュレーションモデルから、放出源の位置と放出強度に関する情

報を削除したモデルである。放出源の位置と強度を未知としているため、「計算値」の作成

においては、汚染物質の放出源は存在しないものとしている。 

 「計算値」の速度分布は「正解値」の速度分布（図 3.3）と同様であり、「計算値」濃度分

布は全時刻、全領域で濃度ゼロであるため、いずれも図は省略する 

 

3.2.6 連続的データ同化法の適用 

 以上のように求めた「計算値」数値シミュレーションモデルに「観測データ」を同化する。

このとき、修正項の時間分布は、放出時刻（t=0 から t=1 まで）においては単位行列であ

り、それ以外の時刻ではゼロ行列である。また、放出源の位置、強度の推定には、2.4.2 節の

式(2.36)を用いた。 
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3.2.7 データ同化の結果と考察 

 データ同化により得られた「推定値」濃度分布と放出源分布をそれぞれ図 3.6、図 3.7 に

示す。「正解値」濃度分布（図 3.3）と比較すると、濃度のピークの位置はおおむね再現でき

ている。特に、観測点近傍のみならず、机上などの比較的離れた地点についてもおおむね濃

度分布が再現できており、観測データを支配方程式と組み合わせてデータ同化に用いると

いう連続的データ同化法の長所が確認できる。一方、放出直後の放出源付近の高い濃度が再

現できておらず、「正解値」よりも過剰に拡散している。また、濃度分布のピークの周辺で

負の濃度が生じているなど、流れ方向での振動が見られる。 

 高い濃度が再現できていない理由としては、観測点を吸込み口の隣接メッシュに配置し

ているため、観測される汚染物質はすでに拡散により放出源近傍に比べ濃度が小さくなっ

ているということが考えられる。拡散による輸送は不可逆的な現象であるため、逆解析によ

る推定が困難であるとされるが、本手法においても同様の困難が現れている。数値シミュレ

ーションによる順方向の計算においては、時間発展とともに拡散により濃度勾配が減少す

る。連続的データ同化法による修正項の更新においては、逆解析により濃度勾配が増す向き

に計算が進むべきであるが、そのような計算は解の唯一性と安定性が保証されない不安定

なものである。今回の数値実験においては、逆解析において順計算における拡散の影響を遡

行できなかったため、推定結果は過剰に拡散したものになったのだと考えられる。 

 また、この推定値の過剰な拡散は、負の濃度が現れている原因にもなっていると考えられ

る。推定値の過剰な拡散が連続的データ同化法の繰り返し計算の中で及ぼす影響の概念図

を図 3.8 に示す。図 3.8 では簡単のため、1 次元における濃度分布を用いて検討している。

繰り返し計算初期における濃度分布の「正解値」と「推定値」を図 3.8(a)に示した。「推定値」

濃度分布は、「正解値」濃度分布よりも過剰に拡散している。そのため、濃度分布のピーク

近傍では濃度を過小評価する一方、ピークから離れた位置ではむしろ濃度を過大評価して

いる。そのため、「正解値」と「推定値」の濃度分布の誤差は、図 3.8(b)に実線で示したよう

な分布を取る。つづく連続的データ同化法の繰り返し計算では、この誤差を修正するような

修正ベクトルが探索されるが、このときも修正は過剰に拡散されてしまうため、図 3.8(b)

に破線で示したような修正が適用される。その結果、図 3.8(c)に示すように、「推定値」濃度

分布は振動し、場所によっては負の値が現れるようになる。連続的データ同化法の計算の中

で、以上のことが繰り返し発生するため、「推定値」濃度分布には負の値が現れ、濃度のピ

ークから離れた位置では濃度が振動しているような分布になっているのだと考えられる。 

 図 3.7 を見ると、推定された放出源分布について、放出強度のピークは「正解値」の放出

源位置と重なっているが、濃度同様、その分布は正解値よりもなだらかに広がっており、ま

たピークから離れた位置では負の値が見られる。 

 推定された放出強度を領域全体で合計すると 4.5 mg/m2/s となり、「正解値」の 4.0 mg/m2/s

よりもやや過大評価となっている。これは、推定値は「正解値」よりも過剰に拡散するとい
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う特徴があるため、観測される汚染物質のピーク濃度を再現するために、「正解値」よりも

広い範囲に汚染物質が分布するような推定結果になっているのだと考えられる。 

 まとめると、数値実験の結果、連続的データ同化法の適用により、濃度分布、放出源の位

置、強度はおおむね再現できた。しかし、推定された濃度分布、放出源分布はともに、正解

値よりも過剰に拡散しており、その分布のピーク近傍では過小評価し、ピークから離れた位

置では振動と負の値が見られるなど、推定精度には課題も残った。 

 

 

図 3.6 「推定値」濃度分布 
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図 3.7 「推定値」放出源分布 

 

 

図 3.8 繰り返し計算における推定値の推移についての概念図 

 

 3.3 観測データ取得位置と放出源位置の関係が連続的データ同化法を用いた放出源推定に与

える影響の検討 

 3.2 節の数値実験では、放出源と観測データ取得位置が離れていると放出源近傍の高濃度

が再現できないこと、放出された汚染物質がほぼ全て観測点に到達するような位置関係で

あることが望ましいということなどが示唆された。すなわち、観測データと放出源、流れ場

の位置関係により、連続的データ同化法による推定精度は変化しうると考えられる。 

 そこで本節における数値実験では、観測データ取得位置と流れ場を固定し、放出源位置を

様々に変えて同様な推定を行うことで、それらの位置関係が放出源推定結果に及ぼす影響
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を評価した。 

 

3.3.1 計算条件、対象領域 

 本節における数値実験の計算条件、対象領域は、「正解値」放出源位置を除いて、3.2 節の

数値実験に用いたものと同様である。また連続的データ同化法の適用の手順も 3.2 節の数値

実験と同様である。 

唯一の相違点である放出源位置には、図 3.9 に示す 33 ヶ所を想定した。本節の数値実験

では 33 ケースの推定を行い、それぞれのケースでは図 3.9 に示す 33 ヶ所のうち 1 ヶ所に

放出源を配置した。なお、3.2 節の数値実験で用いた放出源位置は図 3.9 の 16 番の放出源

位置に対応する。 

 

 

図 3.9 放出源位置の候補 

 

3.3.2 計算結果の評価 

 本数値実験の目的は観測点位置と流れ場、放出源位置の関係が連続的データ同化を用い

た濃度場、放出源位置の推定におよぼす影響の検討であるため、各ケースの結果について詳

細に検討することはしない。 

 その代わりに、以下の 2 つの基準を用いて、各ケースにおける放出源推定の成否を判定

した。1 つ目の基準は、推定された放出源の分布範囲内に「正解値」の放出源が含まれるこ

とであり、2 つ目の基準は、推定された放出源分布のピークが、ただ 1 つのみであることで

ある。 

ここでいう「推定された放出源の分布範囲」、「推定された放出源分布のピーク」は以下の

ように定義される。まず、推定された放出源強度の対象領域全体での合計値を求める。つぎ

に、対象領域内の各計算格子について、放出源強度が高い方から順に選択していく。選択さ

れた計算格子の放出源強度の合計が領域全体の放出強度の合計の 50%に達したときに選択
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されている全ての計算格子が「推定された放出源分布のピーク」であり、同様に選択されて

いる計算格子の放出源強度の合計が領域全体の放出強度の合計の 90%に達したときに選択

されているすべての計算格子が「推定された放出源の分布範囲」である。 

例として、図 3.7 に示した放出源分布（図 3.9 の 16 番の放出源位置について放出源推定

を行った場合の推定された放出源分布）について、「推定された放出源の分布範囲」、「推定

された放出源分布のピーク」を求めたものを図 3.10 に示す。図 3.10 の濃い灰色で示した範

囲が「推定された放出源分布のピーク」であり、それに加えて薄い灰色で示した範囲が「推

定された放出源の分布範囲」である。また、赤の四角で「正解値」放出源位置を示した。こ

の例は、「推定された放出源の分布範囲内に「正解値」の放出源が含まれ」、かつ「推定され

た放出源分布のピークが、ただ 1 つのみである」ため、放出源推定が成功している。 

全てのケースについて同様の判定を行った結果を図 3.11、図 3.12 に示す。図 3.11 では、

推定の成功したケースの放出源位置を赤の四角で、失敗したケースの放出源位置を灰色の

四角で示した。図 3.12 には、推定された放出強度を、位置の推定に成功したケースは赤の

棒グラフで、失敗したケースは紺の棒グラフで示した。図 3.11 を見ると、放出源推定が成

功したケースでは、放出源が主流上に位置していることがわかる。また図 3.12 を見ると、

位置の推定に成功したケースでは、強度の推定も精度よく行われていることが分かる。 

放出強度の推定結果について、推定値は「正解値」より過剰に拡散するという特徴に基づ

いて、次のような考察を行うことができる。(1)まず、順計算において、発生した汚染物質

の一部が渦に捕らわれて観測点まで到達しなかった場合、データ同化には汚染物質の一部

のみが用いられるため、放出強度は過小評価する。他方、(2)逆解析において、過剰な拡散

により広がった adjoint 変数が渦にとらえられた場合は渦中に修正項が現れるが、その場

合、次の順計算において、渦中の修正項により与えられた汚染物質は渦にとらえられるため

観測点に到達しない。したがって、渦中に現れた修正項を打ち消すような修正が生じないた

め、これは放出強度の過大評価につながると考えられる。 

例えば、25 番の放出源主流と右の渦の境界近くに位置しているため、順計算において発

生した汚染物質の一部が右の渦に捕らわれる。そのため(1)の効果により、放出強度が過小

評価されていると考えられる。また 31 番や 32 番の放出源においては、順計算では汚染物

質の多くが主流に乗って観測点まで到達するものの、逆解析時に adjoint 変数が左上の渦に

とらえられるため、(2)の効果によって放出強度を過大評価しているのだと考えられる。た

だし(1)と(2)の効果は同時に現れることがあるため、放出強度の推定精度はいずれの効果が

より大きいのかによって変化しうると考えられる。 

放出源が主流の流線上に配置されている場合に放出源位置の推定が成功することを確認

するため、図 3.11 に速度場から求めた流線を重ねたものを図 3.13 に示す。すると、放出源

が観測データ取得位置と同一流線上に位置するケースについては放出源推定に成功し、そ

うでない場合は 2 番の放出源位置を除いて放出源推定に失敗していることがわかる。2 番の

放出源は、観測点との距離が近いため、例外的に推定が成功したのだと考えられる。 
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この結果より、観測点位置と放出源、流れ場の位置関係が連続的データ同化法を用いた放

出源推定の精度に及ぼす影響について、次のことが示唆された。すなわち、データ同化に用

いる観測データを放出源と同一流線上で取得されたとき、放出源推定の精度が向上する。 

 

 

 

図 3.10 16 番の放出源位置についての推定された放出源分布 

 

 

図 3.11 各放出源位置に対する放出源推定の結果 
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図 3.12 放出源強度の推定結果 

 

 

図 3.13 流線上に示した各放出源位置に対する放出源推定の結果 

 

3.3.3 観測データの追加による、放出源推定の推定可能範囲の拡大 

 以上の結果を確認するため、主流以外の流線上にも観測点を追加し、再度数値実験を行っ

た。追加した観測点位置を図 3.14 に示す。 

 観測点の追加前後での、放出源 13、30 の放出源推定結果を図 3.15 に示す。いずれの放出

源についても、観測点追加前では放出源位置の推定に失敗しているが、観測点追加後には推

定に成功している。 

すべての放出源位置について、観測データ取得位置を追加した場合の放出源推定の成否
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を図 3.16 に示す。観測点を追加することで、21 番、26 番を除く 31 ケースについて、放出

源推定が成功した。また、図 3.17 に示した放出強度の推定結果を見ても、観測点の追加に

よる推定結果の向上が確認できる。21 番の放出源については、放出源が渦の中心近傍に位

置しているため、拡散の影響が強く、左上の渦状に配置した観測点のみならず、主流上に位

置した観測点には汚染物質が到達し、放出源位置が特定できなかったのだと考えられる。26

番の放出源が位置するのは渦の中心ではないが、これは主流と右の渦の境界近傍に位置し

ているため、発生した汚染物質が右下の渦上に設置した観測点と主流上に設置した観測点

の双方に観測され、やはり位置の特定ができなかったものだと考えられる。 

放出強度の推定について、位置の推定に成功した放出源のうち、例えば 11 番の放出源で

顕著な過小評価、10 番の放出源で顕著な過大評価が見られるが、渦の中心付近に位置する

11 番の放出源については、順計算において、発生した汚染物質の一部が渦にとらわれてが

観測点まで到達しないことが過小評価の原因であると考えられる。10 番の放出源は壁面近

傍にあるため、逆計算において、対象領域の角などの流れが淀んでいる位置に adjoint 変数

がとらわれ、これが過大評価の原因になっていると考えられる（3.3.2 節の(2)）。 

上述の 2 つの放出源を除き、33 ケースのうち 31 ケースについて放出源の推定が成功し

た。この結果により、観測点を適切な位置に配置することで、放出源推定が成功するような

放出源位置の範囲が拡大できることが確認された。 

 

 

図 3.14 流線と観測データ取得位置 
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図 3.15 放出源分布の推定結果 

(a) 観測点追加前の放出源 13 の推定結果 

(b) 観測点追加前の放出源 30 の推定結果 

(c) 観測点追加後の放出源 13 の推定結果 

(d) 観測点追加後の放出源 30 の推定結果 

 

 

 

図 3.16 流線と、観測点を追加して行った放出源推定の結果 
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図 3.17 放出源強度の推定結果 

  



連続的データ同化法を用いた室内環境の逆解析手法の開発に関する研究 

39 

 

3.4 連続的データ同化法を用いた連続放出源の推定 

 3.2 節、3.3 節では、瞬時放出源を対象に推定を行った。同推定では汚染物質濃度のピー

ク位置、放出源の位置については比較的精度よく推定を行うことができたが、これは、放出

時刻を既知であると見なしていたこともその一因であると考えられる。すなわち、放出時刻

が既知である場合、観測された汚染物質濃度と流れ場から、観測された汚染物質が放出時刻

においてどの位置に存在していたかを推定することが可能であるためである。 

 本節では、汚染物質の連続放出源を対象にその放出源推定と濃度分布推定を行う。連続放

出源の推定においては、観測された汚染物質がいつ放出されたものであるかが未知である

から、たとえ流れ場が既知であっても放出源位置を特定することが難しい。しかし、汚染物

質が連続放出される場合、観測点の位置を変更しつつ観測を継続することで、推定精度を高

めることができる。 

本節の数値実験では、1 度目の観測結果を踏まえて観測点位置を変更し追加の観測を行う

ことで、より高い精度で放出源推定を行うことを目指す。 

 

3.4.1 計算条件、対象領域 

 計算条件は 3.3 節とほぼ同様であるが、汚染物質の放出が連続的に行われる点、連続放出

を仮定しているため、連続的データ同化法において修正項の時間分布は常に単位行列であ

る点が異なる。 

対象領域は 3.3 節と同様である。本数値実験における「正解値」作成に用いた数値シミュ

レーションの境界条件を表 3.2 に示す。 

  

表 3.2 「正解値」数値シミュレーションの境界条件 

 

 

3.4.2 「観測データ」 

 本数値実験では濃度場は時間変化しないため、観測は 1 度だけ行えば十分である。1 度の

観測で得られた観測データを、すべての計算ステップにおいてデータ同化に用いる。 

 前述のように、本節で説明する数値実験では 2 度の観測を行う。1 度目の観測データを用

いたデータ同化の結果を踏まえて観測点位置を調整し、追加の観測を行うことで、推定精度

の向上をはかる。 
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 はじめの観測では、放出源の大まかな位置を特定することを目指す。そのため、流線にそ

って対象領域を 4 つの領域に分け、各領域に観測点を配置した。1 回目の観測における領域

の分割と観測点の配置位置を図 3.18 に示す。 

 2 回目の観測では、1 回目の観測データを用いたデータ同化の結果を踏まえて複数の観測

点配置を想定する。1 度目のデータ同化の結果、放出源が A、B、C、D のいずれの領域にあ

るか推定した後、放出源が存在する領域をさらに分割し、観測点を配置しなおす。再分割さ

れた領域と観測点の配置位置を図 3.19 に示す。 

 

3.4.3 放出源推定 

 本数値実験では、2 段階に分けて放出源推定を行った。1 段階目では図 3.18(b)に示す観測

点配置で取得した濃度データをデータ同化に用いて放出源推定を行う。推定された放出源

分布において、放出強度の最も高い格子を放出源位置と見なし、放出源位置に応じて図 3.19

に示す観測点配置に変更して観測データを取得し、放出源推定を再度行う。 

 2 段階目の放出源推定で推定された放出源分布において、放出強度の最も高い計算格子が

存在する領域と「正解値」放出源が位置する領域が一致した場合、放出源推定が成功したと

見なした。 

 

 

図 3.18 (a)流線に沿って分割された領域 (b)観測点の配置 
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図 3.19 (a) 領域 A を再分割した領域 (b) 領域 B を再分割した領域 

(c) 領域 C を再分割した領域 (d) 領域 D を再分割した領域 

(e) 領域 A に放出源が存在すると推定された場合の観測点配置 

(f) 領域 B に放出源が存在すると推定された場合の観測点配置 

(g) 領域 C に放出源が存在すると推定された場合の観測点配置 

(h) 領域 D に放出源が存在すると推定された場合の観測点配置 
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3.4.4 数値実験の結果と考察 

 図 3.9 に示した 33 の放出源のそれぞれを用いて放出源推定を行った結果を図 3.20 に示

す。推定に成功したケースの放出源位置を赤の四角で、失敗したケースの放出源位置を灰色

の四角で示している。 

放出源 17、24、31、32、33 と、領域 A に位置する放出源で放出源推定に失敗が多い。こ

れらのケースでは、一段回目の推定において領域 B や D に放出源があると誤って推定して

いた。これらのケースでは、放出源から A の観測点までが離れているため、移流により A

の観測点に到達する汚染物質よりも、拡散により主流から外れ、B や D の観測点に到達し

た汚染物質の影響が強く現れたためであると考えられる。 

本数値実験においては、観測点やそのすぐ風上側に修正項のピークが現れる傾向がある。

これは、次のような理由によるものだと考えらえる。3.4.2 節で述べたように、本数値実験

ではすべての計算ステップで観測データの同化を行っている。adjoint 変数は、観測値と計

算値の差分をソースとし、転置された変換行列により輸送されるから、データ同化を行うス

テップでは、ソースが存在する観測点においてその値（絶対値）が大きくなる。すなわち、

本数値実験においては、常に観測点で adjoint 変数の値が大きくなる。したがって、adjoint

変数の総和からなる評価関数の勾配の絶対値も大きくなる。 

 推定が成功したケースの例として、放出源として放出源番号 2、12、16、20 を用いたケ

ースの「正解値」濃度分布、「推定値」濃度分布、「推定値」放出源分布を図 3.21 に示した。 

放出源推定が成功したケースについて濃度分布の「正解値」と「推定値」を比較すると、

「正解値」放出源位置近傍の高濃度を除き、おおむね濃度分布を再現できている。 

 

 

 

図 3.20 流線と放出源推定の結果 
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図 3.21 放出源 2、12、16、20 を用いたケースの結果 

 

3.5 まとめ 

 本節では連続的データ同化法の有効性の検証のため、室内に未知の汚染物質放出源が発

生した場合を想定し、濃度分布と放出源の位置、放出強度の推定を行う数値実験を行った。

また、対象領域の流れ場と観測点配置、放出源位置の関係によって放出源推定の成否や精度

が変わることを確認した。 

 数値実験の結果、連続的データ同化法の適用により、汚染物質が瞬時放出される場合、

連続放出される場合の双方において、その濃度分布と放出源位置、放出強度を推定できる

ことが確認された。また、その推定精度は流れ場、観測点配置、放出源位置の関係の影響

を受けることが確認された。 
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定常流れ場において汚染物質が連続放出された場合、濃度場も定常状態となる。このと

き、修正項の分布は観測点の位置にピークが出るようになるため、観測点の配置が推定精

度に与える影響は瞬時放出の場合よりも大きい。一方、濃度分布が定常状態である場合、

観測点位置を変更しながら複数回の観測を行うことができるため、段階的に推定を進める

ことで、高い推定精度が確保できることが確認された。。 
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第４章 制約条件の付加による連続的データ同化法の推定精度向上 

第 3 章では、数値実験により、室内濃度場、放出源の推定に対する連続的データ同化法の

有効性を確認し、また同手法を用いた室内環境の推定において、適切な観測点の配置につい

て検討を行った。数値実験により、同手法が室内濃度場、放出源の推定に有効であることが

確認されたが、同手法による推定値は正解値よりも過剰に拡散するため、濃度分布のピーク

近傍ではその濃度を過小評価し、一方ピークの周辺では濃度分布を過大評価する傾向が認

められ、またピークから離れた位置では濃度の振動が見られるなど、その推定精度には課題

が残った。 

一般に、データ同化法の推定精度は、観測データの質・量の影響を強く受ける[25,26]。しか

しながら、観測データの取得には観測コストが必要であるため、無制限に観測データを取得

することはできない。そのため、少数の観測データを効率的に利用すること、および観測デ

ータ以外の情報を加味した推定を行うことが望ましい。観測データ以外の情報として、例え

ば対象領域の物理的条件の利用が考えられる。2.4 節で述べたように、観測データと数値シ

ミュレーション間の誤差の原因が明らかである場合、修正項に物理的意味を与えることが

できるため、その物理的意味を反映した制約条件を利用することができる。 

例として、第 3 章の数値実験を考える。同数値実験において、誤差原因が室内の未知の汚

染物質放出源であった。このとき、物理的制約より、汚染物質放出源の放出強度は常に正ま

たはゼロであるため、修正項についても同様に、正またはゼロの値しか取らないという制限

を加えることができる。 

本章では、そのような制約条件を課すことで、連続的データ同化法の推定精度の向上が見

込めることを確認する。 

 

4.1 2 次元場を対象とした濃度場、放出源推定における制約条件付加による推定精度向上 

 本節では、室内の 2 次元定常流れにおいて、汚染物質の未知の瞬時放出源が発生した場

合を想定し、汚染物質の濃度場とその放出源の位置、強度を推定する数値実験について述べ

る。 

 

4.1.1 計算条件 

数値実験は第 3 章で行った数値実験と同様の手順で行われた。ただし、計算ツールとし

て、第 3 章では自作のプログラムを用いたが、本節の数値シミュレーションにおいては、

CFD シミュレーションにはオープンソース CFD ツールボックス OpenFOAM[27]のバージ

ョン 2.3.0 を用いた。OpenFOAM を用いた理由として、OpenFOAM は Fluent[28]や CFX[29]

といった商用の数値流体解析ソフトウェアと比較してもおおむね同程度の計算精度が得ら

れている点[30]、多くの学術研究においても用いられている点[31,32,33,34]、また、オープンソー

スであるためにシミュレーションモデルの改変が容易である点などが挙げられる。 
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連続的データ同化法の適用については、同手法の適用を行うソルバが OpenFOAM に存

在しないため、OpenFOAM のライブラリを一部流用しつつ、同手法の適用を行うソルバを

筆者が開発し使用した。 

使用した CFD シミュレーションモデルの支配方程式は、運動方程式、連続の式、物質の

移流拡散方程式などを有限体積法により離散化したものであり、乱流モデルには標準 k-法

を用いた。離散化スキームとして、非定常項には 1 次の前進差分を、対流項には 2 次精度

の風上差分法を、拡散項には２次の中心差分法を用いている。 

 

4.1.2 対象領域 

 数値実験に用いた対象領域を図 4-1 に示す。 

 対象領域は室内空間を模しており、1 組の吹出し口、吸込み口に加え、いくつかの障害物

が配置されている。室内中央には汚染物質の放出源がある。 

 対象領域の境界条件を表 4.1 に示した。 

 

 

図 4.1 対象領域（図中の数字の単位は mm） 
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表 4.1 境界条件 

 

 

4.1.3 「正解値」の作成 

 表 4.1 に示した境界条件を用いて、「正解値」を数値シミュレーションにより作成した。

「正解値」の速度分布と濃度分布をそれぞれ図 4.2、図 4.3 に示す。 

 

図 4.2 「正解値」速度場 

 

 

図 4.3 「正解値」濃度場 
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4.1.4 「観測データ」の作成 

 「正解値」から吸込み口における濃度分布を抜き出し、データ同化に用いる「観測データ」

として用いた。 

 

4.1.5 「計算値」の作成 

 データ同化に用いる誤差を含む数値シミュレーションとして、「正解値」の条件から放出

源の位置と強度の情報を削除した数値シミュレーションモデルを「計算値」として使用した。

「計算値」速度場は「正解値」と同様であるが、「計算値」濃度場は放出源が存在しないた

め、「正解値」とは異なり全時刻、全領域で濃度は 0 である。 

 

4.1.6 制約を与えない場合の連続的データ同化法の適用。 

 作成した「計算値」に、制約条件を与えずに連続的データ同化法を用いて「観測データ」

を同化した。 

 制約条件を与えずに行ったデータ同化によって得られた「推定値」濃度分布を図 4.4 に、

推定された放出源分布を図 4.5 にそれぞれ示す。「推定値」放出源分布には放出強度が負に

なっている分布があり、また空間的な分布が見られる。その結果、濃度分布には放出強度が

負になっている個所や振動している個所が見られる。 

 

 

図 4.4 制約条件を与えない場合の「推定値」濃度場 
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図 4.5 制約条件を与えない場合の「推定値」放出源分布 

 

4.1.7 制約条件の追加 

 本数値実験では、真の値（「正解値」）と数値シミュレーション（「計算値」）の間で現象の

モデル化に伴う誤差は存在せず、また真の値と「観測データ」の間にも誤差は存在しないと

仮定している。観測された濃度と数値シミュレーションの間の差分は、すべて室内に発生し

た汚染物質放出源の寄与によるものである。そのため、2.4 節で考察したように、連続的デ

ータ同化法の修正項は汚染物質の生成消滅項であると見なすことができる。 

 汚染物質の濃度は常に正またはゼロであり、汚染物質放出源の放出強度も正またはゼロ

である。したがって、修正項が汚染物質の生成消滅項であると見なせることから、修正項も

正またはゼロであるべきである。この条件を連続的データ同化法の計算に反映するため、式

(4.1)に示す条件を追加する。 

  
 

 

 


otherwise

0if0

cell

cell

cell
n

n
n




                                      (4.1) 

ここで、ncell は計算格子の番号である。式(4.1)は修正ベクトルの各成分について、その修正

量が負である場合にその修正量を 0 とするという修正を意味する。式(4.1)は、式(2.26)によ

る修正ベクトルの更新の直後に適用する。 

 制約条件を付加した場合の濃度場の「推定値」を図 4.6 に、推定された放出源分布を図 4.7

にそれぞれ示す。制約条件を加えたことにより、放出強度が負になることはなく、またそれ

によって濃度が負になることもなくなっている。 

 また、制約なしの結果と比較して放出源分布のピーク位置がやや上方に移動した他、ピー

クの放出強度が大きくなるなど、「正解値」に近づいている。 
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図 4.6 制約条件を与えた場合の「推定値」濃度場 

 

 

図 4.7 制約条件を与えた場合の「推定値」放出源分布 

4.1.8 結果の考察 

 「正解値」と制約付き、制約なしの「推定値」濃度分布について、図 4.8 に示す点 A、点

B、点 C における濃度の時間変化を図 4.9 に示した。 

 図 4.9 を見ると、放出された汚染物質濃度の拡散が進んだ点 A や点 B において、制約条

件を与えない場合の「推定値」濃度分布には濃度の振動が見られるが、制約条件を課した「推

定値」には振動が見られない。また、比較的拡散が進んでいない点 C においては、いずれ

の「推定値」もピーク濃度を過小評価しているが、過小評価の程度は制約付きの「推定値」

でやや改善している。 

以上の結果から、制約条件の追加により連続的データ同化法による濃度場推定の推定精

度が向上しているといえる。 
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図 4.8 濃度の比較を行った点 

 

 

図 4.9 正解値と「推定値」濃度の比較 

(a)点 A, (b)点 B, (c)点 C 
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4.2 3 次元場を対象とした濃度場、放出源推定における制約条件付加による推定精度向上 

 前節までの数値実験においては、2 次元場を対象としていた。連続的データ同化法のアル

ゴリズムは対象領域が 2 次元場であっても 3 次元場であっても同様であるため、2 次元場を

対象として行った数値実験の結果は 3 次元場を対象とした推定についても援用できる。 

しかし、3 次元場では変数の自由度が増え、また流れ場も複雑になるため、一般に数値シ

ミュレーションによる推定は困難になる。 

本節では、3 次元場を対象として連続的データ同化法を適用し、3 次元場の推定に対する

連続的データ同化法の有効性を確認する。 

 

4.2.1 対象領域と計算条件 

 対象領域を図 4.10 に示す。対象領域は 4.1 節で用いた領域を y 方向に伸長して作成した。 

 また、対象領域の境界条件を表 4.2 に示す。 

 

 

図 4.10 対象領域（図中の数字の単位は mm） 
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表 4.2 境界条件 

 

 

4.2.2 「正解値」の作成と観測データ 

 「正解値」速度場と濃度場を図 4.11、図 4.12 にそれぞれ示す。図 4.11 を見ると、y 断面

における速度分布は２次元場の速度分布によく似ているが、壁面近傍でやや速度が大きく、

y=2.0 m 断面ではやや速度が小さくなっている。これは、吹出し口から流入した空気が垂れ

壁を模した障害物に衝突した後、障害物に沿って壁面沿いに流れる流れが形成されている

ためだと考えられる。速度の壁面境界条件としては滑りなし条件を与えており、これは壁面

近傍で粘性により減速する効果があるが、その効果は前述の壁面沿いに流れる流れを打ち

消すほど大きくはないのだと考えられる。 

 図 4.12 を見ると、濃度は壁面近傍で高くなっている。これは、壁面近傍では乱流が弱い

ため、乱流拡散は室内中央に比べて小さいためであると考えられる。 

「正解値」から吸込み口における濃度を抜き出すことで「観測データ」を作成した。 

 



第４章 制約条件の付加による連続的データ同化法の推定精度向上 

54 

 

 

図 4.11 「正解値」速度分布 
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図 4.12 「正解値」濃度分布 

 

4.2.3 制約条件を与えない場合の連続的データ同化法による「推定値」 

 連続的データ同化法を用いて、放出源を削除した数値シミュレーションに「観測データ」

を同化することで得た「推定値」濃度分布と放出源分布をそれぞれ図 4.13、図 4.14 に示す。 

 図 4.13 を見ると、濃度が壁面近傍で高くなっているなどの傾向はおおむね再現できてい

るが、２次現場での計算と同様、「正解値」よりも過剰に拡散しており、ピーク近傍での過

小評価、その外縁での過大評価、さらにその外縁での濃度の振動が見られる。 

 図 4.14 の放出源分布も同様で、放出源強度の過剰な拡散や振動、負の放出強度が現れて

いる。 
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図 4.13 制約なし「推定値」濃度分布 
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図 4.14 制約なし「推定値」放出源分布 

 

4.2.4  「放出強度が正またはゼロ」の制約条件を与えた場合の連続的データ同化法による 「推

定値」 

 4.1.7 節と同様に、式(4.1)の制約条件を与えて連続的データ同化法を適用することで得た

「推定値」濃度分布と放出源分布をそれぞれ図 4.15、図 4.16 に示す。 

 制約条件の追加により、分布の振動が緩和され、濃度、放出強度のピーク高さが高くなり、

より「正解値」に近づいている。 
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図 4.15 「放出強度が正またはゼロ」制約を与えた「推定値」濃度分布 
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図 4.16 「放出強度が正またはゼロ」制約を与えた「推定値」放出源分布 

 

4.2.5 放出源の位置を制限した場合の連続的データ同化法による「推定値」 

 対象とする問題によっては、汚染物質放出源の空間分布がある程度既知である場合があ

る。例えば、密閉容器からのガスの漏出などを想定した場合、漏出するガスは容器の近傍に

発生する。 

 そこで、放出源の空間分布が制限されている場合を想定し、連続的データ同化法の修正項

分布に式(4.2)の制限を加えて推定を行った。 

  
 


 


otherwise

if0

cell

regioncell

cell
n

Nn
n


                                   (4.12) 

ここで、Nregion は放出源が存在しうる計算格子の集合であり、本数値実験では、図 4.17 に斜

線で示す範囲に含まれるすべての計算格子である。 

 式(4.12)の制約条件を付加した場合の「推定値」濃度分布と放出源分布をそれぞれ図 4.18、
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図 4.19 に示す。放出源の位置を制限することで、制約条件を加えない場合と比較して、ピ

ーク高さが高くなり、より「正解値」分布に近づいている。 

 

 

図 4.17 放出源が存在しうる範囲 

 

 

図 4.18 放出源位置を制限した場合の「推定値」濃度分布 
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図 4.19 放出源位置を制限した場合の「推定値」放出源分布 

 

4.3 本章における数値実験のまとめ 

 本数値実験では、室内を模した 2 次元、または 3 次元場を対象に連続的データ同化法を

適用し、室内に汚染物質の放出源が発生した場合を想定し、濃度の観測データから汚染物質

の濃度分布と放出源の位置、強度を推定する数値実験を行った。推定は、「観測データ」の

みを数値シミュレーションに同化する場合に加え、対象領域の物理的条件を反映した制約

条件を付加した場合について行われた。 

 数値実験の結果、対象が 2 次元場であっても 3 次元場であっても、連続的データ同化法

による濃度分布、放出源分布の推定ができることが確認された。また、連続的データ同化法

を適用する際に制約条件を付加した場合の数値実験においては、付加する制約条件として、

「放出源強度は正またはゼロの値を取る」、「放出源の分布範囲が制限されている」の 2 通

りの制約条件を検討した。いずれの制約条件を与えた場合も、制約条件を与えなかった場合
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に比べ、「推定値」が向上した。 

 以上の結果より、適切な制約条件を付加することで、連続的データ同化法による推定の精

度が向上することが確認された。 
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第５章 結論 

 

5.1 本研究のまとめ 

 本論文では、室内環境を高精度に推定するため、測定によって得られた少数の観測データ

を数値シミュレーションに同化することで、観測データと数値シミュレーションによる計

算値の間の差分を最小化するように数値シミュレーションに修正を加える手法である連続

的データ同化法について、その修正に物理的意味付けを行うような修正を加え、室内環境の

推定に適用した。また同手法の有効性を確認するために数値実験を行うとともに、同手法を

室内に発生した未知の汚染物資放出源の濃度分布および放出源位置、強度の推定に用いる

場合に、流れ場と観測点位置、放出源位置の関係が推定精度に及ぼす影響について数値実験

により評価した。加えて、観測データと数値シミュレーションによる計算値の間の差分が生

じる原因に応じて連続的データ同化法の修正項に物理的意味を与えることができることを

示し、これを用いて修正項の物理的意味を反映した制約条件を課すことで同手法による推

定精度が向上しうることを示した。 

 第１章では、室内環境を高精度かつ効率的に制御するためには室内環境をその空間的分

布を含めて高精度に把握することが必要であるのに対し、現在の観測、数値シミュレーショ

ン手法では室内全域の速度場、温度場、汚染物質濃度場などを高精度に推定することができ

ないことを指摘した。そして、観測データを用いて数値シミュレーションの計算値やモデル

を修正するデータ同化法が、必要とされる高精度な推定のために利用しうることを指摘し、

データ同化法に関する既往研究を概観、分類し、その長所、短所を比較することで、本研究

の目的に合致する手法として連続的データ同化法を挙げた。 

 第２章では、連続的データ同化法の基本式を導出し、また同手法の適用アルゴリズムを示

した。加えて、同手法の修正項が観測データと数値シミュレーションによる計算値の差分の

原因に対応した物理的意味を持つことを示し、例として観測データと計算値の間の誤差が

もっぱら境界条件によって与えられる場合の修正項の意味について考察し、そのような物

理的意味の考察によって連続的データ同化法の適用時に推定精度を高めるための制約条件

を与えることができることを示した。 

 第３章では、連続的データ同化法の有効性の検証のため、室内空間を対象として、室内に

汚染物質放出源が発生した場合に、少数の汚染物質濃度の観測データから室内の緯線物質

濃度分布とその放出源の位置、強度を推定する数値実験を行った。また、流れ場と観測点配

置を固定したまま放出源位置を変更して数値実験を行うことで、流れ場における観測点と

放出源の位置関係が連続的データ同化法による推定精度に与える影響を評価した。その結

果を踏まえて、発生した汚染物質が連続放出である場合に、観測点の位置を変更しながら２

段階の推定を行うことで、より高精度に汚染物質濃度、放出源分布の推定ができることを確

認する数値実験を行った。数値実験の結果、連続的データ同化法を適用することで少数の観
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測データから室内の濃度分布や放出源位置が推定可能であること、推定に用いる観測デー

タは、流れ場において放出源と同一流線上風下にあることが望ましいこと、特に汚染物質放

出が連続的に行われる場合、観測点は放出源と同一流線上の風下で、放出源に近い位置に置

かれた場合に推定精度が向上することなどを確認した。 

 第４章では、観測データと数値シミュレーションによる計算値の間の差分の原因を踏ま

えて連続的データ同化法の修正項に物理的意味を与えることで、その物理的意味を反映し

た制約条件を作成し、この制約条件をデータ同化時に用いることで推定精度が向上するこ

とを確認した。また、３次元場を対象に同手法を適用することで、同手法が３次元場に対し

ても適用可能であることを確認した。 

 以上のことから、連続的データ同化法の適用が高精度な室内環境の推定に資することが

明らかになった。また、同手法の適用時における望ましい観測点配置について定性的な方針

を与えるとともに、対象領域に応じた適切な物理的意味を修正項に与え、その物理的意味を

反映した制約条件を用いることで連続的データ同化法による推定の精度が向上しうること

が明らかになった。 

 

5.2 今後の課題 

 本研究により室内環境推定における連続的データ同化法の有効性が明らかになった。し

かし、本研究による連続的データ同化法の有効性の検証には数値実験を用いており、数値シ

ミュレーションモデルに含まれる現象のモデル化に伴う誤差や、観測データに含まれる誤

差の影響は考慮されていないため、それらの誤差が存在する場合の連続的データ同化法の

推定精度への影響については更なる検証を要する。また、気流場や温度場といった濃度場以

外の要素を対象とした連続的データ同化法の適用についても、検証が必要である。特に気流

場については、その支配方程式が非線形であり、本研究が対象とした濃度場に比べ誤差への

感度が鋭敏であることが予想される。 

 以上の課題が解決された場合、連続的データ同化法は室内環境の高精度な推定に加えて、

以下の方向への応用が期待される。 

 まず期待されるのは、空調機器の運転制御への応用である。連続的データ同化法は入力さ

れた観測データに対して、数値シミュレーションモデルを観測データによく一致するよう

に修正する手法であり、同手法の修正項は観測データと修正前の数値シミュレーションモ

デルの間の差分の物理的意味を反映する。ここで、観測データの代わりに室内環境が満たす

べき条件を入力した場合、満たすべき条件との差分を最小化するような修正項が得られる。

得られた修正項を空調機器により制御に読み替えることで、満たすべき条件を実現するよ

うな空調機器の制御が得られる。このような用途への応用を行う場合、連続的データ同化法

の適用をほぼリアルタイムに行う必要があり、計算資源の観点から課題が残る。 

 別の応用として、室外環境への適用が考えられる。連続的データ同化法はもともと気象分

野におけるデータ同化法として開発されたという経緯からも、同手法が室外環境の推定に
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用い得ることは明らかであるが、室内環境と比べたとき、室外環境は初期条件、境界条件の

不確実性が大きく、したがって推定精度の確保が難しい。そのため、高精度な推定のために

は、本論文で提案した制約条件の追加に加えて、さらなる計算上の工夫が必要とされると考

えられる。  
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